SNSを活用した施策の効果検証業務委託仕様書

１．目的
本町は、観光誘客や、移住者・関係人口を創出するため、様々な施策を講じている。施策効果を検証するためには、参画した方からの意見等、インターネット上（ビックデータ）に存在する様々な意見を広く収集することで、検証の精度向上が期待できる。
このため、各種施策を効率的に効果検証し、次期施策へと磨き上げることを目的として、SNSを活用した効果検証として本事業を実施する。

２．業務内容
主な業務内容は次のとおりとするが、その他必要と認められる事項については、受託者の提案に基づき協議により定める。
（１）現状調査
本町への観光客や、移住希望者などが抱いている本町に対する情報を調査すること。
（２）施策に関する調査分析
町が実施する施策（移住者・関係人口創出に関する取組、観光誘客に関する取組等）の効果検証を図るため、SNSを活用した調査分析を実施すること。
（３）分析結果の報告
分析の状況を月次レポートとし川棚町へ報告すること。
[bookmark: _GoBack]分析結果及び次期施策に関する提案をテーマとした協議会を3回執り行うこと。

３．予算額
935,000円（消費税及び地方消費税含む）を上限とする。

４．業務期間
契約締結日から令和７年３月２１日（金）まで

５．成果物の納入
成果物…活動報告書、兼デジタル技術を活用した調査分析結果（任意様式）
次期施策に関する提案（任意様式）
納入場所…川棚町役場企画観光課
納入形式…Ａ４規格の紙媒体資料、及び電子データ　各１式

６．権利等
成果物の所有権及び著作権等、その他一切の権利は町に帰属するものとする。

７．その他
（１）受託者は、町の承認を得ないで、本業務の全部又は一部を第三者に委託してはならない。
（２）受託者は、町と緊密かつ円滑な連絡のもとに、受託者の責任において業務を履行するものとする。
（３）成果物は、本仕様書の要件等を満たしていなければならない。なお、その品質が十分に確保されていない場合は、町が改善の指示を行うことがある。
（４）本仕様書に記載されていない項目については、受託者と町で協議の上対応を決定するものとする。
（５）受託者は、関係法令及び条例を遵守し、業務上知り得た個人情報等の秘　　密を他人に漏らしてはならない。

